



























































Participants’Behavior in RadicalChanges ofCharitableCorporation Law

















































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































年 月日 政府（内閣・省庁) 議員・国会 市民団体等
2009 １月23日
政府が，2009（平成21）年度の税制改
正の要綱（認定NPO法人制度一部改正
を含む）を，閣議決定する。
２月18日
NPOの寄附集めを手助けする「日本
ファンドレイジング協会」が，設立さ
れる。記念シンポジウム「寄附文化革
命，始まる?」が，開催される。
３月13日
①政府が，認定NPO法人の認定緩和を
含む税制法案を，国会へ提出する。②
内閣府公益認定等委員会が，初の移行
認定・認可を答申する。
３月26日
全国初の公益社団法人が，公益認定で
誕生する。
３月31日
「NPO法人会計基準策定プロジェクト」
が，開始される。
４月１日
認定NPO法人制度の実績判定期間の
特例措置が，施行される。
C’sが，「認定NPOをとろう?応援キャ
ンペーン」を，スタートさせる。
５月末
一般社団・財団法人の新設が，施行半
年で，計1,533法人になる。
６月30日
内閣府の公益認定等委員会が，公益認
定で，初の答申を行う（５件全てを認
める答申）。
連絡会が，各党に，「選挙公約にNPO
法・税制改正を盛り込む」ことを求め
た要望書を，６月30日までに提出する。
７月14日
民主党が，「市民パワーと民主党の懇談
会」（NPOとの政策議論の場）を開催す
る。
７月27日
民主党が，認定NPO法人制度改正を，
総選挙の公約に入れる。
８月
「NPO支援」が，ほぼ全党のマニフェス
トに盛り込まれる。
NPOによる各政党への公開質問・政策
提言が，衆議院選挙に向け，活発化す
る。
８月30日
民主党が，第45回衆議院議員総選挙で，
208議席を獲得し，政権交代を果たす。
８月31日
内閣府が，財務省に，認定NPO法人の
「みなし寄附金の拡充」を，要望する。
認定NPO法人の数が，制度創設から約
８年かかって，105法人になる。
９月15日
小沢一郎が，民主党幹事長に就任し，
民主党政務調査会が廃止される。
日本サードセクター経営者協会が，発
足する。
???『基本的考え方』，３頁。
???『基本的考え方』，4-5頁。
???『基本的考え方』，7-8頁。
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がって，更に検討をすべきである???。
(寄附金税制のあり方）
① 国税における寄附金税制
・制度の一貫性を確保するとの観点から，第三者
機関が判断した公益性を有する非営利法人を
もって寄附金優遇の対象法人とすることが合理
的である。
･所得税における寄附金控除の控除限度額（30％）
を拡充する余地があるかどうかの検討を進める
べきである。適用下限（１万円）についても改
めて検討すべきである。
・公益目的の寄附金については損金算入枠を拡充
する方向で見直すべきである。他方，一般寄附
金については，損金算入枠を縮小する方向で検
討すべきである。
・相続税においても，第三者機関による公益性の
判断をもって非課税とできるよう，制度を見直
すべきである。
･指定寄附金制度は，存続することが適当である。
ただし，指定基準や対象事業の範囲の明確化を
含め，見直しを検討すべきである。
・みなし譲渡所得税の非課税特例についても，現
物による寄附を円滑化するための見直しを検討
すべきである???。
② 地方税（個人住民税）における寄附金税制
・地域に密着した非営利法人等については，寄附
金控除が可能となるよう見直すべきである。現
行10万円の適用下限についても，大幅に引き下
げることが望ましい???。
合同会議が，わずか２ヶ月の短期間に，以上の内
容の『基本的考え方』をまとめることができた理由
として，次の４点があげられる???。
第１に，合同会議が「画期的な前進」として評価
する有識者会議の最終報告書が存在し，しかもこれ
と同内容の新行革大綱の閣議決定が存在していたこ
とである。
第２に，石会長や水野座長が前回の混乱を是が非
でも回避しようとしたことである。
第３に，第２とも関連するが，基礎問題小委員会
と非営利法人課税ワーキング・グループとの合同会
議という大きなテーブルを設置し，出席委員があま
り過激な議論をできないようにしたことである。
第４に，政府税制調査会事務局の担当者が交代し
たことである。
この『基本的考え方』が公表された2005年６月17
日以降の，公益法人制度改革に関する政府および国
会・議員の動きは，次の通りであった。「７月は，お
役所の人事異動の季節，公益法人制度改革を担当し
立法作業を行っている内閣官房公益法人制度改革推
進室長（内閣審議官）と，新しい非営利法人制度に
おける税制を担当する政府税制調査会事務局の財務
省主税２課長が交代しました。法制と税制，ともに
これから来年にかけて，具体化へ向けての本格的な
作業が始まることになります。
８月上旬の国会周辺は，郵政民営化法案を巡る暑
苦しい夏が予想され，関係者は汗だくで走り回って
いるようですが，本来は官庁も夏休みのシーズン。
新任者は新しい職務に関する勉強の季節でもあり，
公益法人制度改革の動きはしばらくお休みです。９
月になると，公益性の判断基準の具体的内容や第三
者機関の構成など，税制を含めて新しい動きが出て
くるものと思われます???」。
■ 公益法人制度改革関連３法の閣議決定
行政改革推進事務局は，2004年12月24日に閣議
決定された（公益法人制度改革を含む）「今後の行政
改革の方針」（新行革大綱）にもとづいて，法案の立
法作業を進めた。
2005年12月26日，行政改革推進事務局は，「公益
法人制度改革（新制度の概要）」（公益性の認定基準・
認定機関の具体的イメージは不詳）を公表し，意見
募集を行った。
2006年３月10日，政府は，公益法人制度改革関連
３法案を閣議決定し，国会に提出した。
なお，公益法人制度改革関連３法案とは，①一般
社団及び一般財団法人に関する法律案（一般社団・
財団法人法案），②公益社団及び公益財団法人の認定
等に関する法律案（公益法人認定法案），③一般社団
及び一般財団法人に関する法律及び公益社団及び公
益財団法人の認定等に関する法律の施行に伴う関係
法律の整備等に関する法律案（関係法律整備法案）
から成っている。
このうち①は，準則主義で法人格を取得できる一
般的な非営利法人の設立，機関，精算合併等につい
て定めたものであり，344条から成っている。②は，
???『基本的考え方』，８頁。
???『基本的考え方』，10-13頁。
???『基本的考え方』，14頁。
???出口正之への聴取調査（2012年８月28日）。
???『JAFニュース』?（2005年７月29日）。
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公益法人制度改革における参加者の行動
公益認定基準および公益認定等を行う第三者機関（公
益認定等委員会，地方合議制機関）について定めた
ものであり，66条から成っている。③は，中間法人
と従来の公益法人からの移行，および①の施行に伴
う関係法律の整備について定めたものであり，458条
から成っている???。
■ 2008年度税制改正の決定
税制改正大綱は，翌年度以降の増税や減税，新し
い税の仕組み等の税制の具体的内容を網羅したもの，
すなわち「税制改正の原案」を指す。自民党政権の
場合の税制改正の流れは次の通りである。⑴政府税
制調査会が，税制改正の方向性を提言する。⑵与党
の税制調査会が，税制改正大綱を決定する。⑶政府
が，税制改正大綱をもとづいて税制改正法案を国会
に提出する。⑷国会において税制改正法案を審議・
可決する。
2005年11月25日，政府税制調査会は，「2006年
度の税制改正に関する答申」を提出し，「公益法人改
革の税制は先送りする」ことを決定した。
他方，2007年12月19日に公表された「2008年度
税制改正大綱」のなかで，上述の『基本的考え方』
に示された内容が，ほぼ実現されることになった???。
「2008年度税制改正大綱」のうち，公益法人制度改
革に関する箇所の概要は次の通りであった。
⑴ 公益社団法人および公益財団法人
① 納税義務
収益事業を営む場合に限り，法人税の納税
義務が生ずることとする。
② 課税所得の範囲
課税所得のうち収益事業から生じた所得に
ついては法人税を課税する。なお，収益事業
の範囲から公益目的事業に該当するものを除
外する。
③ 適用税率
各事業年度の所得の金額に対して30％の税
率を適用する。ただし，所得の金額のうち年
800万円以下の部分については，22％の軽減税
率を適用する。
④ 見なし寄附金
収益事業に属する資産のうちから自らの公
益目的事業のために支出した金額は，その収
益事業に係る寄附金とみなす。
⑤ 寄附金の損金算入限度額
次のいずれか多い金額とする。
イ 所得の金額の100分の50相当額
ロ 上記④の金額のうち，公益目的事業のた
めに充当し，又は充当することが確実であ
ると認められるもの
⑥ 利子等に係る源泉所得税の取扱い
公益社団法人および公益財団が支払いを受
ける利子等に係る源泉所得税は非課税とする。
⑵ 収益事業課税が適用される一般社団法人およ
び一般財団法人
① 納税義務と課税所得の範囲
公益認定を受けていない一般社団法人およ
び一般財団法人については，各事業年度の所
得のうち収益事業から生じた所得について法
人税を課す。
② 適用税率
各事業年度の所得の金額に対して30％の税
率を適用する。ただし，所得の金額のうち年
800万円以下の部分については，22％の軽減税
率を適用する。
⑶ 全所得課税が適用される一般社団法人および
一般財団法人
一般社団法人および一般財団法人のうち，上
記⑴および⑵のいずれにも該当しないものは，
法人税法上，普通法人とする。
⑷ 寄附税制の整備
特定公益増進法人および相続財産を贈与した
場合に相続税が非課税とされる法人の範囲に，
公益社団法人および公益財団法人を加える???。
出口正之は，政府税制調査会の特別委員として，
この「2008年度政府税制改正大綱」の作成に参加し
た。彼は「2008年度政府税制改正大綱」を後に次の
ように評価している。
「混乱した議論が収拾し，かつ法制度が整えられた
結果，税制面でも法制度に連動して充実したものに
なっている。第１に，公益目的事業の法人税が非課
税になったこと，第２に，新公益法人への寄附金の
損金算入あるいは所得控除が可能になったこと，第
３に，収益事業から公益目的事業会計への繰り入れ
の下限が設定され，繰り入れた場合は100％みなし寄
附金の損金算入になるという，非営利税制の３本の
柱が，調和的に打ち出されたのである（これを『税
???公益法人協会（2013），99頁。
???出口正之への聴取調査（2012年８月28日）。
???財務省「平成20年度税制改正の大綱」（2007年12月19日），25-26頁。
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制のハーモニー』と呼ぼう)???」。
2008年１月11日，政府は，2008（平成20）年度
の税制改正の要綱を閣議決定した。
２ 議員・国会
■ 自民党・公明党の公益法人制度改革懇談会と民
主党の公益法人改革案
2005年５月31日，自民党と公益法人制度改革問
題連絡会との公益法人制度改革懇談会が持たれた。
懇談会には，林芳正行政改革推進本部事務局長，後
藤茂之公益法人改革委員会主査，および公益法人制
度改革問題連絡会のメンバーが出席した。
６月７日，公明党と公益法人制度改革問題連絡会
との公益法人制度改革懇談会が持たれた。懇談会は，
公明党行政改革推進本部公益法人改革委員会が主催
し，桝屋敬悟議員および公益法人制度改革問題連絡
会のメンバーが同席した???。
７月13日，民主党が，独自の公益法人改革案（2005
年中間報告）を公表した。内容は，①中間法人は存
続，②税制支援団体の認定期限を設けず，③寄附金
の50％を税額控除にするというものであった。
８月19日，自民党が，選挙公約で⑴公益法人制度
改革の促進，⑵NPO税制の抜本検討等を公表した。
■ 公益法人制度改革関連３法案の国会審議
小泉純一郎首相は，公益法人制度改革関連３法案
を含む「行政改革関連５法案???」を，第164回通常
国会の最重要法案と位置付けた。これら「行政改革
関連５法案」は，2006年４月３日から４月19日にか
けて衆議院の行政改革特別委員会（伊吹文明委員長）
で一括して審議され，４月20日に衆院本会議で可決
された後，参議院に送付された。衆議院の行政改革
特別委員会では，法案可決に際して，次の趣旨の５
項目の附帯決議が行われた。
① 本法の立法趣旨や各条項の解釈について，現在，
社会の各所で公益活動に従事している公益法人
等の関係者を中心に十分周知徹底すること。
② 公益性の認定を行う公益認定等委員会の運営に
関しては，その重要性にかんがみ，中立性・独
立性に配慮するとともに，専門的知見にもとづ
く判断を可能とするよう，その構成に万全を期
すること。
③ 本法に定める政令および府省令の制定に際して
は，本委員会における審議および公益法人等の
関係者を含め広く国民からの十分な意見聴取を
踏まえ，立法趣旨に適合するよう，適正に定め
ること。
④ 一般法人に対する法人所得課税，および公益法
人に対する法人所得課税と寄附金税制に関して，
適正な措置を講ずること。
⑤ この法律の状況に変化が生じたときには，広く
国民の意見を聞き，直ちに見直しを行うこと???。
参議院では，４月24日から行政改革特別委員会
（尾辻秀久委員長）で審議され，５月26日の参議院
本会議で可決され成立した。５月26日の行政改革特
別委員会での可決の際，７項目の附帯決議が行われ
た。このうち５項目は，衆議院行政改革特別委員会
における附帯決議と同じ趣旨であった。残り２項目
の趣旨は次の通りであった???。
⑥ 公益認定の制度を統一的で透明性の高いものと
するため，都道府県に対して情報提供を行い，
全国を通じて適切な公益認定が行われるように
すること。
⑦ 制度の運用に当たっては，積極的な情報公開に
よる法人の自己規律の向上の意義を踏まえると
ともに，公益社団法人の社員名簿の閲覧等につ
いては，個人情報の保護が十分なされるような
運用を行うこと。
なお，後に定められた政令により，「公益法人認定
法案」のうちの公益認定等委員会の設置等に関する
部分は，2007年４月１日から施行された。他方，「公
益法人認定法案」の残りの部分，「一般社団・財団法
人法案」および「関係法律整備法案」は，2008年12
月１日から施行された???。
３ 市民団体
■ 「基本的考え方」への好意的な受け止め
2005年４月20日，民間法政・税制調査会のワーキ
ング・グループの第１回会議が開かれた（６月30日
までに計６回）。
４月22日，公益法人制度改革問題連絡会の第６回
???出口（2009），４頁。他方，出口は，地方税に関して次のように述べている。「『税制のハーモニー』に１つだけ欠けているのは，
地方税である。税調で大変な議論となったが，結局は『地方分権』の御旗の下に，その対応は地方自治体の条例に委ねられた」。
出口（2009），５頁。
???『JAFニュース』?（2005年６月１日）。
???行革関連５法案とは，行政改革推進法案，公益法人制度改革関連３法，公共サービス改革（市場化テスト）法案から成る。
???公益法人協会（2013），98頁。
???公益法人協会（2013），99頁。
???公益法人協会（2013），99頁。
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会議が開かれた。
５月10日，民間法政・税制調査会のワーキング・
グループは，「建議書」を，政府税制調査会，財務相，
および行政改革推進事務局へ提出した。
５月12日，公益法人制度改革問題連絡会は，「公
益法人制度改革に関する新たな税制に向けた要望」
を，政府税制調査会，財務省，および行政改革推進
事務局へ提出した（⑴みなし寄附金，⑵金融資産の
運用収益の非課税等???）。
６月17日，政府税制調査会の第42回基礎問題小
委員会と第６回非営利法人課税ワーキング・グルー
プの合同会議が開催され，「新たな非営利法人に関す
る課税及び寄附金税制についての基本的考え方」が
公表された。その際，市民団体の多くは，寄附税制
について肯定的な受け止め方をした。例えば，堀田
力さわやか福祉財団理事長は，「寄附促進について高
く評価したい???」と述べた。また，６月20日，太田
達男公法協理事長は，「寄附金税制に関するこのよう
な考え方の大きな転換は，まさに時代の要請に合致
したものであり，全面的に支持します???」と述べた。
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